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法人税法　過去試験問題集　平成24年　第62回税理士試験：答案用紙
問１　自己株式の取得等

⑴　甲社における自己株式の取得に係る会計上の仕訳を示しなさい。

【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

⑵　甲社における当期の「別表四　所得の金額の計算に関する明細書」、「別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書」及び

「別表五㈠Ⅱ　資本金等の額の計算に関する明細書」を示しなさい。

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

№ １
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【別表五㈠Ⅱ　資本金等の額の計算に関する明細書】

区　　分
期 首 現 在

資本金等の額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

資本金等の額減 増

資本金又は出資金

資　本　準　備　金

差　引　合　計　額

⑶　乙社における甲社株式の譲渡に係る税務上の処理を示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

問 2　丙社との取引

⑴　会社分割以外の次の ３つの方法について、それぞれで示されている処理の結果となる取引の形式を答えなさい。

方　　　法 取引の形式

① 甲社が丙社に対価を支払って機械及び装置を時価で受け入れる方法

② 甲社が丙社に対価を支払わずに機械及び装置を時価で受け入れる方法

③ 甲社が機械及び装置を丙社の帳簿価額で受け入れる方法

⑵　上記⑴の①から③までのそれぞれの方法において、甲社及び丙社における会計上の仕訳を示した上で、必要に応じて「別表四

所得の金額の計算に関する明細書」及び「別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書」を示しなさい。ただし、減価償却

に関する事項については、解答に当たって触れる必要はない。

№ ２
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①の方法による場合
甲社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

丙社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

№ ３
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②の方法による場合
甲社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

丙社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

寄附金の損金不算入額 27 その他

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

№ ４
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③の方法による場合
甲社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

丙社【会計上の仕訳】

借　　　方 貸　　　方
項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

【別表四　所得の金額の計算に関する明細書】

区　　分 総　額 留　保 社外流出

加

　算

減

　算

【別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書】

Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書

区　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

№ ５
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問 ３　役員給与

Ｅに対して令和 ６年12月1４日に支給する給与が損金の額に算入されるために必要な手続の要点を答えなさい。

問 4　交際費等及び寄附金

⑴　当期の「別表十五　交際費等の損金算入に関する明細書」を示しなさい。

【別表十五　交際費等の損金算入に関する明細書】

1
4

2

3
中小法人等の定額控除限度額
⑴と800万円×　/12のうち少ない
金額　　　　　　　　　　　　　　

支出接待飲食費損金算入基準額
( 9の計)×50/100

支 出 交 際 費 等 の 額
（ 8の計） 損 金 算 入 限 度 額

⑵又は⑶

5損　　金　　不　　算　　入　　額
⑴－⑷

支　　出　　交　　際　　費　　等　　の　　額　　の　　明　　細

科　　　　　目

計

6 7 8 9

交際費等の額から控除され
る費用の額

交際費（損益計算書）

交際費（製造原価報告書）

支 出 額 差引交際費等の額 ⑻のうち接待飲食費の額

18≤752≤618

580≤000

№ ６
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⑵　当期中に支出した寄附金について、その種類・区分ごとに、それぞれの金額と、損金算入限度額の概要を示しなさい。また、

損益計算書に寄附金として計上されているもののうちに、税務上の寄附金に当たらないものがある場合には、その理由の要点を

答えなさい。

寄附金の種類・区分 金　　額 損金算入限度額の概要

国等に対する寄附金

指定寄附金

特定公益増進法人等に対する寄附金

その他の寄附金

寄附金に当たらないもの 理　　　　由

問 ５　リース取引

リース取引に関して、当期におけるこのリース資産に係る償却限度額及び定額法による利息相当額の損金算入額を、計算過程

及びその理由を要点を示しつつ算定しなさい。

リース資産に係る償却限度額

定額法による利息相当額の損金算入額

№ 7
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問 6　有価証券

⑴　Ｐ株式に関して当期に行うべき税務上の処理とその処理に当たっての思考過程の要点を示しなさい。

⑵　当期の受取配当等の益金不算入額を、計算過程及びその理由の要点を示しつつ算定しなさい。

⑶　受取配当の処理の方法による税負担の相違を答えなさい。

解答上必要がある場合は、便宜上の実効税率を４0％とし、受取配当について源泉徴収される前の金額で収益計上する方法を

「第 1法」とし、源泉徴収された後の金額で収益計上する方法を「第 2法」として説明するものとする。

№ ８
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法人税法　過去試験問題集　平成27年　第6５回税理士試験：答案用紙
（問 1）

別表四　所得の金額の計算に関する明細書� （単位：円）

区　　　　　分 総　　　額 計　　　　算　　　　欄

加

　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　計

減

　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　計

別表五㈠

Ⅰ　利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する明細書� （単位：円）

区　　　　　分 期 首 現 在
利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

利 益 準 備 金 ４≤５00≤000

別 途 積 立 金 17６≤200≤000

未 払 役 員 賞 与 否 認 1≤５00≤000 1≤５00≤000

№ １
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（問 2）

第2４期　所得金額の計算

別表四� （単位：円）

区　　　　　分 総　　　額 計　　　　算　　　　欄

当期利益又は当期欠損の額 12５≤４21≤222

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

損金経理をした法人税（附帯税

を除く。）

損金経理をした道府県民税及び

市町村民税

損金経理をした納税充当金

損 金 経 理 を し た 附 帯 税

減 価 償 却 の 償 却 超 過 額

役 員 給 与 の損金不算入額

交 際 費 等 の損金不算入額

№ ２
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（別表四続き）

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　計

№ ３
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（別表四続き）

減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

減価償却超過額の当期認容額

納税充当金から支出した事業税

等の額

受取配当等の益金不算入額

法人税等の中間納付額及び過誤

納に係る還付金額

№ ４
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（別表四続き）

減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

所得税額等及び欠損金の繰戻し

による還付金額等

№ ５
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（別表四続き）

小　　　　計

仮　　　　計

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

法人税額から控除される所得税額

合　　　　計

差　　引　　計

欠損金等の当期控除額

総　　　　計

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

№ ６
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法人税法　過去試験問題集　令和元年　第69回税理士試験：答案用紙
問Ⅰ

租税公課・納税充当金に関する事項

問 １

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び

留保・流出の別）　

計　　　　算　　　　過　　　　程

№ １
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リース取引に関する事項

問 ２

所有権移転外リース取引又は

所有権移転リース取引の

いずれかに該当するか

判 断 の 理 由

問 ３

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び

留保・流出の別）　

計　　　　算　　　　過　　　　程

№ ２
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有価証券・受取配当等に関する事項

問 ４

みなし配当金の金額 計　　　　算　　　　過　　　　程

問 ５

計　　　　算　　　　過　　　　程

（有価証券）

№ ３
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問 ５　続き

（受取配当等の益金不算入額）

№ ４
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問 ５　続き

（控除所得税額）

№ ５
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問 ５　続き

加算調整すべき項目及び金額（留保・流出の別）

減算調整すべき項目及び金額（留保・流出の別）

№ ６
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問Ⅱ

棚卸資産に関する事項

問 6

（法人税法上の甲社に適用される当該棚卸資産に係る評価方法）

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び

留保・流出の別）　

計　　　　算　　　　過　　　　程

減価償却資産に関する事項

問 ７

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び

留保・流出の別）　

計　　　　算　　　　過　　　　程

（Ｋ建物）

№ ７
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問 ７　続き

（Ｌ機械装置）

（Ｍ器具備品）

役員給与に関する事項

問 ８

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び

留保・流出の別）　

計　　　　算　　　　過　　　　程

（Ｎに関して）

№ ８
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問 ８　続き

（Ｏに関して）

繰越欠損金に関する事項

問 9

（欠損金額の当期控除額及びその計算過程）

№ ９
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法人税法　過去試験問題集　令和 ４年　第７２回税理士試験：答案用紙
問

別表四　所得の金額の計算に関する明細書
（単位：円）

区　　　　　分 総　　　　　額
処　　　　　分

留　　　　　保 社　外　流　出

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

№ １
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別表四　所得の金額の計算に関する明細書（続き）
（単位：円）

加

　
　
　
　算

小　　　　　計

減

　
　
　
　算

小　　　　　計

仮　　　　　計

合　　　　　計

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

№ ２
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【資料 １】に関する事項の計算過程

【資料 ２】に関する事項の計算過程

№ ３
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【資料 ３】に関する事項の計算過程

№ ４
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【資料 ４】に関する事項の計算過程

№ ５
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【資料 ４】に関する事項の計算過程（続き）

【資料 ５】に関する事項の計算過程

№ ６
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【資料 ５】に関する事項の計算過程（続き）

【資料 ６】に関する事項の計算過程

№ ７
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別表一　各事業年度の所得に係る申告書－内国法人の分

（単位：円）

金　額 計算過程

所得金額

又は欠損金額

【法人税額】

【法人税額の特別控除額】

【控除税額】

法人税額

法人税額の

特別控除額

法人税額計

控除税額

差引所得に対する

法人税額

中間申告分の

法人税額

差引確定

法人税額

№ ８
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法人税法　過去試験問題集　令和 ５年　第７３回税理士試験：答案用紙
問１

【資料 １】⑴及び⑵

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

№ １
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【資料 ２】⑴及び⑵

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

№ ２
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【資料 ２】⑴及び⑵（続き）

【資料 ３】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

（Ｈ氏）

（Ｉ氏）

（Ｊ氏）

№ ３
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【資料 ３】（続き）

（Ｋ氏）

（Ｌ氏）

【資料 ４】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

（建物Ｍ）

（建物Ｎ）

（構築物Ｏ）

№ ４
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【資料 ４】（続き）

（機械装置Ｐ）

（機械装置Ｑ）

（器具備品Ｒ）

№ ５
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【資料 ４】（続き）

（器具備品Ｓ）

（器具備品Ｔ）

【資料 ５】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

№ ６
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問 ２⑴

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

（Ｕ社）

（Ｖ社）

№ ７
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問 ２⑵

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別及び留保・

社外流出の別）

計　　　　算　　　　過　　　　程

（Ｕ社）

（Ｗ社）

№ ８
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法人税法　過去試験問題集　令和 6年　第７４回税理士試験：答案用紙
⑴

【資料 １】

（資本金等の額の減少額）

（利益積立金額の減少額）

（計算過程）

（計算過程）

【資料 ２】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

№ １
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【資料 ３】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

№ ２
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【資料 ４】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

【資料 ５】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

№ ３
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【資料 ６】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

（建物Ⅰ）

（機械装置Ｊ）

№ ４
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【資料 ６】（続き）

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

（器具備品Ｋ）

（器具備品Ｌ）

（器具備品Ｍ）

【資料 ７】

税務上調整すべき金額

（加算・減算の別）
計算過程

№ ５
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利益積立金額の計算に関する明細書� （単位：円）

区分
期首現在利

益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

（　　　　　　　　　　 ）

未払寄附金

（　　　　　　　　　　 ）

貸倒引当金（一括評価金銭債権）

売掛金（　　　社）

売掛金（　　　社）

売掛金（　　　社）

貸付金（　　　社）

貸付金（　　　社）

為替差（　　　　）

建　　物（Ⅰ）

機械装置（Ｊ）

器具備品（Ｋ）

（　　　　　　　　　　 ）

（　　　　　　　　　　 ）

（　　　　　　　　　　 ）

（　　　　　　　　　　 ）

納税充当金 ２≤５２５≤５00

未納法人税及び地方法人税 △１≤４0４≤３00 △�
中間△�

△�
確定△�

未納住民税 △３５３≤６00 △�
中間△�

△�
確定△�

資本金等の額の計算に関する明細書� （単位：円）

区分
期首現在資

本金等の額

当期の増減 差引翌期首現在

資本金等の額減 増

資本金 ５0≤000≤000

資本準備金 １0≤000≤000

その他資本剰余金 ２５≤000≤000

（　　　　　　　　　　 ）

（　　　　　　　　　　 ）

差引合計額 ８５≤000≤000

№ ６
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⑵

【資料 ８】

（当期首の繰越欠損金の額） （計算過程）

（欠損金の当期控除額） （計算過程）

（欠損金の翌期繰越額） （計算過程）

№ ７


